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 解 説  

 

１．名義借りによる企業設立について 

かつて香港では企業設立をする際に本来の出資者情報を開示したくない場合に、

第三者に名義を借り企業設立をすることが認められていました（ノミニー制度）。

しかし、世界的にアンチマネーローンダリングの観点から企業の実質的所有者の把

握が求められるようになる中で、このようなノミニー制度による企業設立は排除さ

れる方向にあります。 

   

２．名義借りによる問題点 

何らかの手段により日本企業・個人が資金供与して現地人を代表者としてローカ

ル企業設立をしてもらった場合、そのローカル企業は現地人所有の組織として設立

されていることが大半です。したがって当該ローカル企業は、資金供与をした日本

企業・個人とは資本関係が全くない独立した企業となります。そのため当該ローカ

ル企業の事業活動による利益は、配当金として日本へ送金することはできません。 

Ｑ． 

 当社は X国に拠点を設けたいと考えています。X国の外資規制を調べたところ

数千万円以上の出資金が最低でも必要とのことでした。当社はそこまでの投資

は考えていないため、X国現地調査時に知り合った現地人を信用してお金を貸し

てローカル企業を設立してもらい、そこに駐在員を派遣しようと思っています。

注意すべき点があれば教えてください。（物流業） 

 

Ａ 

 企業の実質的な支配者の代わりに第三者が自身の名義（ノミニー）で企業設

立をすることがあります。例えば香港では、投資者の身分を第三者に公開した

くない場合に利用されることがあります。 

 一方で、進出国の外資規制回避や、現地人名義での企業設立の方が資本金等

の初期コスト面で有利なことからコスト削減をすることを目的として利用され

ることがありますが、このような目的で設立したローカル企業は、実質的な支

配者との資本関係がないため、決算後の当期利益を配当金として日本に送金で

きない、名義を借りた第三者に事業を乗っ取られる、進出先の国によってはノ

ミニーで企業設立をする行為自体が違法とみなされる場合があるなど多くの問

題点を抱えることになります。投資にあたってリスクが高い行為であるため避

けてください。 

 
こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 

続きを読む  

https://www.shinkin-central-bank.jp/cgi-bin/s/index.cgi
https://shinkin-overseas.jp/upload_file/m008-m008_03/39_NameLending.pdf

